







































　第１論考「租税帰着学説のためにI Zur Lehre von der Steuerincidenz
- 79 (138) ―


























































































































































































































































































































































































































































































































































theoretischen Staatswirthschaft,Wien 1887｡ 並びにマッツオーラの著作
『財政学の科学的論拠』1890年l dati scientificidellafinanza pubblica,
Roma,1890｡を手短かに検討してみよう。
　ザックスたちの見解が，基本的にはなんら目新しいものをも提示してい
ないこと。これは，国家欲求と私的欲求との「バランスよい（比例的）充
足」という，シェフレの租税政策的公準の示唆にもとづいて，カイッルが
既述の書評で主張した所である〔カイッル，前掲書評，93ページ〕。しかし
ながら，かかる要請の定式化は，すでに示唆しておいたように，従来あま
りにも不明瞭であり，科学にとっても稔りをもたらさないものであり続け
た。かかる主張の概念的内容，並びにその充足の実際的諸条件の，かなり
深奥な探求によって，このあまりにも漠然とした定式化を，ョリ精確な。
　　　　　　　　　　　　　　　－57（160）－
　　　　積極的に利用しうる定式化におきかえること。私見によれば，これが財政
　　　　理論の最重要な課題の一つとなるであろう。このためには，近代的価値理
　　　　論は，すでに私経済的領域で役立ったと同じように，おそらくは〔財政理
　　　　論にも〕役立ちうるであろう。すなわち，近代的価値理論が私経済的領域
　　　　で，「生産費額と主観的使用価値量との間の差額」としての交換価値とい
S. 87　　り，同じくシェフレに由来する”，真実ではあるが，しかしあまりにも漠
　　　　然とした見解を，比較にならないほど鋭く，理論的にも実際的にもョリ稔
　　　　り多い見解に交替させたように。
　　　　　近代的価値理論は，それが財政学に向うや否や，具体的現実や国家権力
　　　　の決定的重要性，およびそもそも，現実社会の政治構造の軽視にもとづ
　　　　く，あまりにも「形而上学的」（イデオロギー的）な思索に陥っている，とカ
　　　　イッルは告発する〔カイッル，前掲書評，95ページ〕。しかしこの告発は，
　　　　既述の諸著作をかえりみると，おそらくは無造作には論駁されえないであ
　　　　ろう。　しかしこの欠陥が，この方法自体に必然的に備わっているものでは
　　　　ないことは，後の１節で私の示そうとつとめる所である。
－56（161）－
